
常任委員会における審査内容の報告 

 

委員会名 総務常任委員会 

 

議 案 名 

議案第２号 令和３年度宜野湾市一般会計補正予算（第 12 号） 

議案等の主な内容 

令和３年度宜野湾市一般会計予算について、21 億 4,404 万 7,000 円を減額し、予算総額を歳

入歳出それぞれ 543 億 7,528 万 2,000 円とする内容です。 

審査内容（質疑応答、議員間討議） 

 本件における主な質疑内容 

質疑 

沖縄観光防災力強化支援事業における補助金減額の理由及び仮設照明器の設置箇所について

答弁 

・同事業は 3年目となり、他自治体からの申請も増えていることから、当初 1億 3,300 万円

の補助金申請に対し、交付額は 8,300 万円と、約 5,000 万円の減となった。 

・それを受け、沖縄総合事務局との調整の結果、現在 56 か所の避難所のうち仮設照明器が未

設置となっている 28 か所分の申請となった。 

 

質疑 

てぃーちがー公園整備事業の繰越明許費補正における水質調査分析について 

答弁 

・令和２年 7月における湧水の水質調査の結果、PFOS・PFOA の暫定基準値を超過する 210 ナ

ノグラム・パーリットルが検出されたことから、暫定基準値の 50 ナノグラム・パーリットル

以下になる除去装置を設置する予定であり現在実施設計を進めている。 

表  決 

原案に対する反対討論 

・てぃーちがー公園整備事業における繰越明許費補正について、水質調査結果は、現在湧水を

せせらぎに利用していないため公表していないとのことだが、議会には説明すべきであり、

また、除去装置についても、設置しながら様子を見ていくということでは、安全性を市民に

説明できない。 

原案に対する賛成討論 

・PFOS・PFOA の除去装置を設置し、安全を確認した後の湧水を流す予定であり、飲料水につい

ては別途に水道水を利用するという答弁もあり、安全な公園整備と考える。 

 

表決の結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 
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常任委員会における審査内容の報告 

 

委員会名 総務常任委員会 

 

議 案 名 

議案第２７号 宜野湾市特定駐留軍用地等内土地取得事業基金条例の一部を改正する条例につ

いて 

議案等の主な内容 

沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法（跡地利用

推進法）が改正予定のため、それに伴い条例の一部を改正する必要があるものです。（別添資

料参照） 

審査内容（質疑応答、議員間討議） 

議案第２７号における主な質疑内容 

質疑 

条例の延長の期限を１０年とする根拠について 

 

答弁 

・現在国会に提案されている沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に

関する特別措置法改正案が１０年の延長を予定していることから、関連する本条例につい

てもそれにのっとった改正を行うものである。 

・現在の学校用地の取得状況を考慮すると１０年は必要ないものと思われるが、国の法律改

正にあわせた改正となっている。 

 

 

表  決 

議案第２７号については、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 





常任委員会における審査内容の報告 

 

委員会名 総務常任委員会 

 

議 案 名 

議案第８２号 宜野湾市使用料等の見直しに係る関係条例の整備に関する条例の制定について 

議案等の主な内容 

宜野湾市使用料・手数料の見直しに関する基本方針に基づき、使用料等に係る関係条例の改

正を行うため、条例を制定したい。（別添資料参照） 

関係条例 

・宜野湾市立学校施設の使用料徴収条例 

・宜野湾都市公園条例 

・宜野湾市立中央公民館の設置、管理及び職員に関する条例 

・宜野湾市立博物館設置条例 

・宜野湾市人材育成交流センターの設置及び管理に関する条例 

・宜野湾市情報産業振興施設の設置及び管理に関する条例 

・宜野湾市立総合運動場の設置及び管理に関する条例 

・宜野湾市男女共同参画支援センターの設置及び管理に関する条例 

審査内容（質疑応答、議員間討議） 

議案第 82 号における主な質疑内容 

質疑 

コロナ禍で市民生活が苦しい中における使用料改定の時期の妥当性について 

答弁 

・前回平成 27 年度の使用料等の改定時において、今後５年をめどに見直しを行う方針を立

てており、本来であれば令和２年度中に検討、令和３年度からの改定という予定であった

が、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、検討を１年見送った経緯がある。 

・使用料に係るコストの 50％は公費で負担しており、令和元年 10 月からの消費税率の引上

げや、最低賃金の改定等による人件費や委託料の上昇などにより、行政運営コストが増加

している状況がある。 

・それに対応するためには、今年度で改定の検討を行い、令和４年度からの改定とさせて 

いただきたいと考えている。 

表  決 

全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

 



 



 


